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第１章 市川市男女共同参画ウィズプランの策定にあたって 

 

１ 計画策定の趣旨 

 

 

 男女共同参画社会とは、「男女が、社会の対等な構成員として、自らの意思によって社会

のあらゆる分野における活動に参画する機会が確保され、もって男女が均等に政治的、経

済的、社会的及び文化的利益を享受することができ、かつ、共に責任を担うべき社会」（男

女共同参画社会基本法第２条）とされています。 

 現在の社会状況は、進行する少子高齢化や国際化、家族の在り方や就労形態の多様化な

ど、生活のあらゆる面で急速に変化しています。 

こうした社会構造の劇的な変化の中で、すべての市民が互いに人権を尊重し、能力を発

揮し、生き生きと生活していくためには、より一層、男女が共に様々な分野で活躍し、積極

的に参画していける社会づくりが必要です。 

このような社会づくりを目的として、男女共同参画社会の実現に関する施策を総合的

かつ計画的に推進するため、市川市男女共同参画ウィズプラン（基本計画、以下「本プラ

ン」）を策定するものです。 

 

 「ウィズ」は、「男女ともに」「老いも若きも」すべての人が 

ともに、という意味が込められており、男女共同参画を 

推進する上での拠点施設「市川市男女共同参画センター」 

の愛称でもあります。 

 

 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

▲市川市男女共同参画センター 
「ウィズ」のシンボルマーク 
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２ 計画の位置づけ 

 

 

〇本プランは、市川市男女共同参画社会基本条例第 8 条の規定に基づく「基本計画」であ

り、男女共同参画社会基本法第１４条第３項の規定に基づく「市町村男女共同参画計画」

です。 

 

〇本プランは、女性の職業生活における活躍の推進に関する法律第６条第２項の規定に基

づく「市町村推進計画」の一部を兼ねるとともに、配偶者からの暴力の防止及び被害者

の保護等に関する法律第２条の３第３項の規定に基づく「市町村基本計画」、並びに困難

な問題を抱える女性への支援に関する法律第８条第３項の規定に基づく「市町村基本計

画」の一部を兼ねるものとします。 

 

〇本プランは、「市川市総合計画」との整合性を図りながら、施策を推進するものです。 

 

 

 

  

※本プランでは、関連法規を以下の略称で記載します。 

・女性の職業生活における活躍の推進に関する法律      ⇒女性活躍推進法 

・配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律⇒DV 防止法 

・困難な問題を抱える女性への支援に関する法律        ⇒困難女性支援法 

　

　

男女共同参画社会基本法

国：第６次男女共同参画基本計画
県：第６次千葉県男女共同参画計画

ＤＶ防止法

国：基本方針（※１）

県：千葉県ＤＶ防止・被害者支援

基本計画（第5次）

女性活躍推進法

国：女性版骨太の方針2025

困難女性支援法

国：基本方針（※２）

県：千葉県困難な問題を抱える女性

支援基本計画

市川市総合計画

（Ｉ＆Ｉプラン）
市川市男女共同

参画社会基本条例

市川市男女共同参画ウィズプラン
（市町村男女共同参画計画）

（女性活躍市町村推進計画）

（ＤＶ防止市町村基本計画）

（困難女性市町村基本計画）

国・千葉県 市川市

※１ 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等のための
施策に関する基本的な方針

※２ 困難な問題を抱える女性への支援のための施策に関する
基本的な方針
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３ 計画の期間 

 

 
本プランの期間は、令和 8（２０２６）年度から令和 12（２０３０）年度までの５年間としま

す。ただし、社会情勢の変化や計画の進捗状況等により必要に応じて見直しを行います。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

４ 基本理念 

 
 

市川市男女共同参画社会基本条例に基づき、 

 

「性別にかかわらず、一人ひとりの人権が尊重され、多様な個性を認め合いながら 

対等な立場で参画でき、誰もが安心して暮らせる社会を実現する。」 

 

ことを基本理念とし、男女共同参画を推進します。 
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第２章 男女共同参画社会について 

 

１ 国連の取組 

 

 

○ 1970（昭和５０）年 女性差別をなくす世界的な取組の中で、「国際婦人年」が提唱

され、「世界行動計画」が採択され、1976（昭和 51）年から 1985（昭和 60）年まで

の１０年間を「国連婦人の１０年」と定められました。 

○ １９７９年１２月 女子差別撤廃条約が採択 （１９８１年９月発効）されました。この条

約に基づき、女子差別撤廃委員会は毎年開催されています。 

○ １９８５年７月 国連婦人の１０年最終年世界会議が開催されました。 

○ ２０１０年 ジェンダー平等と女性のエンパワーメントのための国連機関である「ＵＮ

Ｗomen」が設立されました。 

○ ２００５年から５年ごとに女性の地位向上委員会が開催され、国連社会理事会へ、勧

告・報告・提案等を行っています。 

 

 

２ 国の取組 

 

 

○ 1975（昭和５０）年 総理府に婦人問題企画推進本部を設置し、１９７７（昭和５２年）

には「国内行動計画」を策定しました。 

○ 1985（昭和６０）年には「女子差別撤廃条約」が批准されました。 

○ 1987（昭和６２）年には「西暦 2000 年に向けての新国内行動計画」が策定され、

1996（平成８）年には、「男女共同参画社会の形成の促進に関する国内行動計画－

男女共同参画２０００年プラン」が策定されました。 

○ 1999（平成１１）年 「男女共同参画社会基本法」が制定され、翌 2000（平成１２）年、

基本法に基づく「男女共同参画基本計画」が定され、２０２６年４月に第６次計画の開

始となります（予定）。 

○ 2005（平成１７）年 ５年間の基本方針と施策をまとめた「男女共同参画基本計画

（第２次）」が閣議決定されました。その中で２０２０（平成３２）年末までに指導的地位

に占める女性の割合を少なくとも３０％程度にするなどの数値目標の設定がされま
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した。 

○ ２０１５（平成２７）年 「女性活躍推進法」が１０年の時限法で施行されましたが、１０年

延長されることが閣議決定されました。 

〇 ２０２３（令和５）年 性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性を受け入れる

精神を涵養（かんよう）し、もって性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性

に寛容な社会の実現に資することを目的とし「性的指向及びジェンダーアイデンティ

ティの多様性に関する国民の理解の増進に関する法律」が制定されました。 

○ ２０２４（令和６）年 日常生活又は社会生活を営むに当たり困難な問題を抱える女性

への支援のための施策を推進し、もって人権が尊重され、及び女性が安心して、かつ、

自立して暮らせる社会の実現に寄与することを目的とし、「困難女性支援法」が制定さ

れました。 

○ ２０２６（令和８）年４月より、独立行政法人男女共同参画機構法の施行にあわせ男女

共同参画基本法の改正も予定されています。国立女性会館の機能強化に合わせ、地

方自治体の男女共同参画センターが「関係者相互間の連携と共同を促進するための

拠点」として位置付けるものです。 

 

 

３ 県の取組 

 

 

○ 千葉県においては、1996（平成８）年に男女共同参画社会の形成を目指すことを基

本目標とした「ちば新時代女性プラン」（1996（平成８）年度～2000（平成１２）年度）

が策定されました。 

○ 2001（平成１３）年には、「千葉県男女共同参画基本計画」が策定され、２０２６年４月

に第６次計画の開始となります（予定）。 

○ ２０２３（令和６）年 男女共同参画の推進を含む「千葉県多様性が尊重され誰もが活

躍できる社会の形成の推進に関する条例」が制定されました。 

 

 

４ 市川市の取組について 

 

○ 1982（昭和５７)年 国連、国、千葉県の動きを受けて総務部に「婦人担当室」を設置、

1988（昭和６３）年、「男女平等社会への市川市行動計画」を策定、1991（平成３）年、

男女平等の活動拠点となる「女性センター」を開設しました。 



 
 

8 
 

○ 1995（平成７）年 社会情勢の変化に伴い、前計画に女性問題は同時に男性の問題

でもあるという視点を取り入れた「男女共同参画型社会への市川市行動計画」が策

定されました。その後、2002（平成１４）年には、「市川市男女共同参画基本計画」が

策定されるとともに「市川市男女平等基本条例」が制定されました。 

○ 200７（平成１９）年 2005（平成１７）年の国の男女共同参画基本計画策定を踏まえ、

「市川市男女平等基本条例」を廃止し、新たに「市川市男女共同参画社会基本条例」を

制定しました。 

○ ２００８（平成２０）年 前年に市川市男女共同参画社会基本条例を制定したことから、

条例との整合性を図るため、市川市男女共同参画基本計画の改定を行いました。 

○ ２０１１（平成２３）年 市川市男女共同参画基本計画で対応していた DV 対策を、総合

的かつ計画的に進めるため、ＤＶ防止法に基づき、「市川市ＤＶ防止基本計画（第１次

実施計画）」を策定し、「配偶者暴力相談支援センター」の機能を有しました。 

○ ２０１９（令和元）年 すべての人の人権が尊重される社会の実現に寄与することを目

的とし、多様性を尊重する社会を推進するための指針を策定しました。 

○ ２０２２（令和４年）２月 誰もが自分らしく生きることができる社会の実現の一助とし

て、市川市パートナーシップ・ファミリーシップ届出制度を施行しました。現在は、県内

の自治体と「パートナーシップ・ファミリーシップ制度に係る都市間連携に関する協定」

を締結するとともに、全国のパートナーシップ制度実施自治体で構成される「パート

ナーシップ制度自治体間連携ネットワーク」に加入し、それぞれの自治体で同様の制

度を利用している方の転入出に関する手続きの省略を可能としています。 

○ ２０２５（令和７）年 犯罪被害者等の権利利益の保護及び早期の回復を図り、犯罪被

害者等を支える地域社会の実現に寄与することを目的とした、「市川市犯罪被害者

等支援条例」を制定しました。犯罪被害者等からの相談対応や見舞金の支給、二次被

害の防止等の啓発活動等を行います。 

 

※巻末に男女共同参画にかかる国内外の動きについて、年表を掲載予定です 
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第３章 市川市の現状と課題 

 
１ 現状と課題 

 

解消に至っていない男女の地位の不平等感 

男女の地位は平等かというアンケートでは、「そう思わない」、「どちらかといえばそう思

わない」との回答割合が半数を大きく上回っており、男女の不平等感の解消に至っていま

せん。 

 性別による不平等感が少なく、自分の立場が尊重される地域となることが課題です。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

根強い固定的性別役割分担意識 

働き方や家族の在り方は変化し続けていますが、アンケートによると「夫は外で働き、妻は家

を守る方が良い」という考えの方が３０％程度を占めている等、まだまだ固定的性別役割分担

意識が残っています。また、「わからない」という回答も一定数あり、様々な場面での男女共同

参画への意識づくりが急務です。 

 
 
 
 
 
 
 
 

出典：令和 6 年度男女共同参画に関するアンケート 

出典：令和 6 年度男女共同参画に関するアンケート 
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コロナ禍以降増加した女性相談（ＤＶ）面談件数 

コロナ禍以降に増加した DV の面談相談の件数は、収束後も変わらずに推移していま

す。 

継続して相談窓口を周知するとともに、相談につながった方への適切なサポートができ

る体制づくりが引き続き必要となります。 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

十分でない「ＬＧＢＴＱ＋」の理解度 

LGBTQ+に関するアンケートでは、「多少」を含めても「理解は進んでいる」と回答した

方は、約半数にとどまりました。 

人口に占める割合が８～１０％程度といわれている LGBTQ+についての関心を喚起し、

理解を促進していくことが必要です。 

 

 
  

配偶者暴力相談支援センターにおけるＤＶ相談件数等調査より作成 

出典：市川市男女共同参画に関する市民意識調査報告書 
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第４章 計画の組み立てについて 

 

１ 計画の構成について 

 

 

基本理念に基づき、男女共同参画社会の実現に向けた３つの「基本目標」を設定しまし

た。それぞれの「基本目標」の実現に向けた課題を、本市の現状や課題を踏まえて７つの

「個別課題」に整理し、さらに課題の解消に向けて取り組む際の柱として 14 の「施策の方

向性」を定めました。この「施策の方向性」を具体化する手段として事業（「進行管理事業」、

「関連事業」）を位置づけています。 

 

 

＜計画の構成イメージ＞ 

 

  

 

 

 

  

基本目標 

個別課題 

施策の方向性 

進行管理事業 関連事業 
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 ２ 事業選定の考え方 

 

（１） 事業の構成について 

計画を推進していくにあたり、①本プランで進行管理していく事業と、   

②本プランの基本目標等に合致する関連事業を本プランの事業として位置

づけ、相互に連携していくことで目標を達成してまいります。  

 
 
 
 

進行管理事業について 
 

関連事業について 

① 進行管理事業（３０事業）  

 

〇評価・検証を毎年度行う 

〇結果の報告と公表 

〇必要に応じたプランの見直し 

 ② 関連事業（６７事業） 

 

〇本プランの基本目標や個別課題

等に合致する事業 

〇関連する計画において進行管理 

毎年度、評価、検証を行い、その結

果を市川市男女共同参画推進審議

会に報告するとともに、市民に公表

します。 

各事業を着実に実行していくだけで

はなく、計画実施期間中における男

女共同参画の推進に関する社会情

勢の変化等、必要に応じて本プラン

の部分的な修正・更新を行います。 

男女共同参画社会の実現を目指し、

目標値の達成にとどまらず、積極的

に事業を実施していきます。 

（一部、目標値を設定することが適

さない事業については、目標値を設

定しないことがあります。） 

 
関連事業は、本プランに関連する行

政計画（関連計画）に位置づけられ

ている事業等のうち、本プランの基

本目標や個別課題、施策の方向性

に合致する事業です。 

これらの関連事業は、関連計画にお

いて進行管理していきます。 
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 ３ 指標について 

 

 

本プランでは、市民意識の変化や事業の達成状況を確認し、目標の達成や課題解消を

着実に推進するため、「行動指標」と「成果指標」の２つの指標を設定しています。 

 

個別課題の解消に向けた施策の推進状況を測るため、事業の実施によりもたらされる

結果として、「行動指標」を設定し、毎年の実績により評価します。 

また、基本目標の実現に向けて、個別課題の解消の達成状況を測るために、「成果指標」

を定め、市民意識の醸成度（社会的変化）を確認します。 

 

 

＜指標のイメージ＞ 

 
  
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

アンケート調査等により、市民意識の変化を調査し、

個別課題の解消の達成度を確認する。 

事業を行った結果を測定し、施策の推進状況を 

確認する。 

計画に位置づけた事業について、進行管理を行う。 

※関連事業はそれぞれの計画等において進行管理を行う 

事業 

事業の進行管理 

行動指標 

施策の方向性 

成果指標 

個別課題 

結果 

結果 
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 ４ 計画の見方 

 

  

 〇本プランの進行管理事業について、体系図一覧において下記の表記を用いています。 

       

   女活 … 女性活躍推進法の実施項目として位置付けている施策の方向性 

 

   ＤＶ  … ＤＶ防止法の実施項目として位置付けている施策の方向性 

 

困難 … 困難女性支援法の実施項目として位置付けている施策の方向性 

 

 

 

〇本プランの評価は目標値と実績からの評価とし、以下のとおり集計を行います。 

 

評価項目 内容 

成果指標 計画最終年度中に集計を行い、本プランの成果を測定する。 

行動指標 毎年集計を行い、必要に応じて計画内容の見直し等を実施する。 

進行管理事業の 

取組状況 

毎年集計を行い、結果の公表や報告を行う。 

また、結果についての評価や検証を行う。 

 

〇「進行管理事業の取組状況」の評価については、下記の４段階で行います。 

 

  □十分達成できた □概ね達成できた □やや不十分だった □不十分だった  
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  ５ 体系図 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ⅰ あらゆる場面で男女がともに活躍できる社会の実現

１ 理想のライフスタイル（ワークライフバランス）

の実現

２ 政策・方針決定過程へ

の女性の参画

基
本
目
標

個
別
課
題

３ 防災・復興における

男女共同参画

⑴男女共同参画に関連する意識づくりの醸成

⑵家庭生活における男女共同参画の促進

⑶働く場における男女共同参画の促進

⑷地域における男女共同参画の促進

⑸政策・方針決定過程へ

の女性参画の促進

⑹企業等における女性

の活躍促進

⑺防災・復興における

女性の視点の強化

12．現場における男女共同参画

の視点の反映

（再）１．男女共同参画情報の収集

と周知、啓発

（再）９．各種審議会等への女性

委員の積極的な登用の推進

施
策
の
方
向
性

進
行
管
理
事
業

１．男女共同参画情報の収集と周知、啓発

２．人権教育の実施

３．人権啓発イベント等の実施

４．家庭における男女共同参画の推進に向けた講座等の実施

５．就労支援に関する講座等の実施

６．ワーク・ライフ・バランス推進啓発

７．男女共同参画センター運営事業

８．センター使用団体の活動支援

９．各種審議会等への女性委員

の積極的な登用の推進

10．女性職員の管理職登用の

促進

11．市職員への男女共同参画に

関する研修の実施

（再）１．男女共同参画情報の収集

と周知、啓発

関
連
事
業

関２４ 女性の職業生活に

おける活躍の推進

関２５ 女性管理職登用に

向けた参画機会の環境

整備

関２６ 特定創業支援

関２７ 起業・経営支援

関２８ 選挙啓発出前授業

関２９ 小学校区防災拠点協議会

の設置推進

関３０ 女性消防クラブ活動

関３１ 地域における防災

リーダーの育成

関３２ 防災女性プロジェクト

関３３ 和洋女子大学との「防災・

減災女性リーダー養成

講座」の共催

関３４ 防災教育推進

関３５ 外国人等の要配慮者への

対策

関１３ 職員みんなで支え合

い計画の推進

関１４ 職場におけるハラス

メントに関する相談

関１５ 労働相談

関１６ 若年者等就労支援

関１７ 家族経営協定締結の

推進

関１８ 障がい者雇用

関１９ 雇用促進奨励金

関２０ 自治会活動の活性化

関２１ 公民館での各種講座

の実施

関２２ いちかわ支え合い

ネット

関２３ 地域ケアシステム

推進

関１ ファミリー・サポート・

センター

関２ 放課後保育クラブ運営

関３ 子育て世帯訪問支援

関４ 親子つどいの広場

関５ 地域子育て支援

センター

関６ こども食堂への支援

関７ こども館運営

関８ 病児病後児保育

関９ 各教科、道徳、特別

活動及び総合的な

学習の時間における

人権教育

関１０ 家庭教育学級運営

関１１ 教育相談

関１２ 家族介護支援

男女共同参画を推進する体制の整備・管理 （進捗管理）

女活 女活
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Ⅱ 暴力で苦しむことのない社会の実現
Ⅲ すべての人がいきいきと暮らせる

社会の実現

４ 暴力を許さない社会

の実現
５ 被害者等支援の充実

６ 多様性を認め合う社

会の実現

７ 健やかな生活を続け

ることができる社会

の実現

⑻あらゆる暴力の防止

に向けた基盤づくり

⑼相談業務体制と支援

の充実

⑽関係機関・関係部署

との連携

⑾ダイバーシティに関

する理解促進

⑿人権の視点からの

教育の推進

⒀生活上の困難への

支援の充実

⒁生涯を通じた健康の

管理の意識啓発と

情報提供

17．女性相談支援

18．女性弁護士による無料

法律相談

19．犯罪被害者等への支援

20．緊急一時保護対応

21．ＤＶ相談証明書等の発行と

保護命令申し立てにおける助

言等の支援

22．相談窓口の周知活動

23．ケース検討会議の実施

24．スキルアップのための

研修への参加・実施

25．相談者の転入出にかかる

自治体等との情報連携

26．関係機関・関係部署との

連携と情報発信

27．家庭等における暴力等対

策ネットワーク会議等の実施

28．ＬＧＢＴＱ+に関する理解

促進

29．パートナーシップ・ファミ

リーシップ届出制度の運営

30．多様性に配慮した表現の

促進

（再）２．人権教育の実施

（再）３．人権啓発イベント等の

実施

（再）17．女性相談支援

（再）18．女性弁護士による

無料法律相談

（再）19．犯罪被害者等への

支援

（再）26．関係機関・関係部署

との連携と情報発信

関３９ 利用者支援

（こども家庭センター型）

関４０ 障害者虐待の防止及び

障害を理由とする差別

の解消に関する会議

関４１ 高齢者総合相談

関４２ 権利擁護

関４３ 多文化共生推進

関４４ 海外都市交流

関４５ 国際理解教育の推進

関４６ 青少年教育国際交流

関４７ 世代間交流

関４８ 障がい者に関する理解

促進研修・啓発

関４９ 民事相談

関５０ 外国人相談窓口

関５１ 通訳・翻訳ボランティア

による活動

関５２ 多機関協働

関５３ 生活困窮支援

関５４ 高齢者サポートセンター

関５５ 認知症サポーター等

養成

関５６ 市川市地域見守り活動

に関する協定

関５７ 障害者相談支援

関５８ ひとり親相談

関５９ 産後ケア

関６０ 母子世帯・父子世帯に

対する市営住宅の加点

措置

関６１ 母子・父子自立支援

プログラム策定

関６２ 健康相談

関６３ 自殺対策

関６４ 乳幼児期における健康

教育および育児相談

関６５ 乳児家庭全戸訪問

関６６ 健康診査

関６７ 生涯スポーツイベントの

充実

13．ＤＶ根絶に向けた啓発活動

14．デートＤＶ、ストーカーの

予防啓発

15．ＤＶと児童虐待の関連性に

関する周知、啓発

16．犯罪被害者等支援に関す

る啓発

（再）２．人権教育の実施

（再）３．人権啓発イベント等の

実施

関３６ 青少年有害図書の地域

での見回り

関３７ 妊婦等包括相談支援

関３８ 要保護児童への支援

男女共同参画に関する市民意識調査の実施、市川市男女共同参画推進審議会の運営、計画の進捗管理

ＤＶ ＤＶ 困難
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第５章 計画の内容 

 
基本目標Ⅰ  あらゆる場面で男女がともに活躍できる社会の実現 

 

 

男女共同参画社会の実現には、様々な場面で男女がともに活躍できる社会づくりが不

可欠です。 

そのためには、一人ひとりが希望するワーク・ライフ・バランスを実現することによる能

力発揮の場の創出や、政策・方針決定過程への女性の参画による多様な意見の反映が必

要となります。 

また、頻発化、激甚化が進む自然災害への対応についても、女性の視点を活かすことで

安心安全な避難所運営や視野の広い防災・復興体制の構築など、大きな効果が期待でき

ます。 

上記を踏まえ、啓発や情報発信等の取組みを進めてまいります。 

 

 

●個別課題１ 理想のライフスタイル（ワーク・ライフ・バランス）の実現 

 

近年、働き方も家庭の在り方も、急速に変化している一方で、家事・育児・介護等の多く

を女性が担っています。 

仕事や家庭、地域活動や趣味などの、理想のバランスは人それぞれ違うものであり、そ

れぞれの希望するバランスを理解し、尊重し合うことで、誰もがいきいきとした生活を享

受することができます。 

市民一人ひとりが、希望するワーク・ライフ・バランスで活躍できる社会を目指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：市川市男女共同参画に関する市民意識調査報告書 
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成果指標 

内容 
現状値 

（令和 7 年度） 

目標値 

（令和１２年度） 

バランスの取れた生活を送れていると思う人の割合   

 

 

 

◇ 施策の方向性 

 

 

(1) 男女共同参画に関連する意識の醸成 

・あらゆる場面における男女共同参画を実現するため、その基盤となる市民の意識啓発

に努めます。 

・市民等に対して、男女共同参画の実現に関する具体的な考え方等を周知するため、 

関連する情報の収集及び発信を行います。

 

(2)家庭生活における男女共同参画の促進 

・固定的性別役割分担意識や無意識の思い込み（アンコンシャスバイアス）の解消や、  

一人ひとりが希望するワーク・ライフ・バランスを実現するため、家族の協力体制の構築

などを啓発する講座等を実施します。 

 

(3)働く場における男女共同参画の促進 

・働く場において男女がともに活躍することができるよう、男性の育児休業等の取得率 

上昇や異性へのハラスメントの防止などを目指し、講座等による啓発に努めます。 

 

(4)地域における男女共同参画の促進 

・地域活動において、男女がともに活躍することができるよう、男女共同参画センター 

の運営や団体の活動支援を実施します。 
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行動指標 

内容 
現状値 

（令和 7 年度） 

目標値 

（令和１２年度） 

男女共同参画に関連する講座やイベント等において

内容の理解ができた人の割合 
  

夫は外で働き、妻は家を守る方が良いと考える人の

割合 
  

「配偶者出産休暇」又は「男性の育児参加休暇」を合

計して 5 日以上取得した、取得対象となる市の男性

職員の割合 

  

「年次休暇」の取得が、１０日以上の市職員の割合   

 

 

進行管理事業一覧 

事 業 名 １．男女共同参画情報の収集と周知・啓発 

事業概要 

男女共同参画の推進に関する国・県・近隣市の取組等の情報を収集します。 

また、男女共同参画に関する講座等の実施、市職員や企業等に対する情報発

信等による情報の周知・啓発を行います。 

指 標 
市民への男女共同参画に関する情報発信等

の回数 

現 状 

（令和６年度） 
１０回 

目 標 値 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度 

１０回 １０回 １０回 １０回 １０回 

 

 

事 業 名 ２．人権教育の実施（後掲） 

事業概要 〇ページに掲載 

 

 

事 業 名 ３．人権啓発イベント等の実施（後掲） 

事業概要 〇ページに掲載 
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事 業 名 ４．家庭における男女共同参画の推進に向けた講座等の実施 

事業概要 
固定的性別役割分担意識の解消や家族の協力体制構築を促進するための講座

等を実施します。 

指 標 
家庭における男女共同参画の推進に向けた

講座等の実施回数 

現 状 

（令和６年度） 
２回 

目 標 値 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度 

２回 ２回 ２回 ２回 ２回 

 

 

事 業 名 ５．就労支援に関する講座等の実施 

事業概要 
多くの市民が個性と能力を活かし、多様な働き方により社会参加を行えるよ

う、就労支援（スキルアップ）に関する講座やセミナー等を実施します。 

指 標 就労支援関連講座等の実施回数 
現 状 

（令和６年度） 
２回 

目 標 値 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度 

２回 ２回 ２回 ２回 ２回 

 

 

事 業 名 ６．ワーク・ライフ・バランス推進啓発 

事業概要 

各事業所や個人に対して、ワーク・ライフ・バランス推進に関する講座等の実施

や市川市公式 Web サイト等を用いた情報提供等を行います。 

また、庁内の関係課が連携し、市職員に対する育児休業や介護休暇等に関する

情報提供等を実施します。 

指 標 講座等の実施回数 
現 状 

（令和６年度） 
２回 

目 標 値 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度 

２回 ２回 ２回 ２回 ２回 
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事 業 名 ７．男女共同参画センター運営事業 

事業概要 
男女共同参画センターを活用した地域における男女共同参画の推進のため、

貸館等のセンター運営事業を行います。 

指 標 （報告）登録団体数 
現 状 

（令和６年度） 
３５０団体 

目 標 値 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度 

― ― ― ― ― 

 

 

事 業 名 ８．男女共同参画センター使用団体の活動支援 

事業概要 
男女共同参画センター使用団体が開催するイベントについて、市の共催や後援

による活動支援を行います。 

指 標 （報告）市の共催や後援の回数 
現 状 

（令和６年度） 
回 

目 標 値 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度 

― ― ― ― ― 

 

 

 

関連事業一覧 

事業名 

【所管課】 
事業概要 関連計画 

（関連１） 

ファミリー・サポート・センタ

ー 

【こども施策課】 

育児の支援をしたい会員と育児の支援を受けた

い会員を組織化し、子育てに関する人と人との相

互援助活動として、保育園・幼稚園・放課後保育ク

ラブへの送迎・送迎後の預かり等のサポートを行

います。 

市川市こども計画 

（関連２） 

放課後保育クラブ運営 

【学校地域連携推進課】 

放課後、就労等で保護者が家庭にいない児童を

保育するため、よりよい環境づくりを行います。 

第４期市川市教育

振興基本計画 

（関連３） 

子育て世帯訪問支援 

【こども家庭相談課】 

こどもの養育について積極的に支援することが

必要と判断される家庭に対し、訪問支援員を派

遣して、養育に関する助言、家事・育児支援等を

行います。 

市川市こども計画 
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（関連４） 

親子つどいの広場 

【こども施策課】 

子育て中の親子が気軽に集える場として、親子つ

どいの広場を設置し、子育て中の親子の交流の

場の提供と交流の促進、相談・援助、地域の子育

て関連情報の提供および地域の支援者への講習

を行います。 

市川市こども計画 

（関連５） 

地域子育て支援センター 

【こども施策課】 

保育園等のノウハウと機能を活用した地域子育

て支援センターを設置して、子育て中の親子の交

流の場の提供と交流の促進、相談・援助、地域の

子育て関連情報の提供、各種子育て教室等の開

催および子育てサークルの支援を行います。 

市川市こども計画 

（関連６） 

こども食堂への支援 

【こども施策課】 

食事の提供とともに学習支援や遊び場の提供等

を実施し、地域の多様な人々とこどもの交流の場

となるこども食堂を運営する団体に対し、運営費

等の補助を行うことにより、こどもの居場所づく

りを推進します。 

市川市こども計画 

（関連７） 

こども館運営 

【こども施策課】 

児童館等を設置し、遊びの提供を行い乳幼

児親子の居場所とするとともに、育児不安

解消のための相談・情報提供を行います。

また、親子の居場所づくり・仲間づくりのた

めの親子活動、父親の育児参加促進等の

支援を行います。 

市川市こども計画 

（関連８） 

病児病後児保育 

【こども施策課】 

保育園等若しくは病院等に付設された専用スペ

ースや病児保育事業のための専用施設におい

て、病児保育・病後児保育を実施します。 

市川市こども計画 

（関連９） 

各教科、道徳、特別活動及び

総合的な学習の時間におけ

る人権教育 

【指導課】 

子どもが、互いの人権を尊重し、男女が平等に参

画する中で、それぞれの考えや立場の違いを認

識しあえるような能力を身につけるための教育

の指導形態・指導方法の工夫や改善を学校が行

い、それに対して指導・支援をします。 

市川市教育振興基

本計画 

（関連 1０） 

家庭教育学級運営 

【学校地域連携推進課】 

子育ての中の保護者向けに、家庭教育学級や指

導員派遣、個人参加可能な共通講座を通して、

様々な学習機会を提供します。子育ての課題解

決を支援し、よりよい親子関係を築くことを目指

します。 

第４期市川市教育

振興基本計画 

（関連 1１） 

教育相談 

【教育センター】 

子育て中の保護者が抱えているさまざまな悩み

に関して、専門的知識を持つ教育相談員等が面

接相談やカウンセリングを行っています。 

市川市教育振興基

本計画 
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（関連 1２） 

家族介護支援 

【地域包括支援課】 

要介護被保険者等の状態の維持、改善を目的と

した適切な介護知識・技術の習得や、外部サービ

スの適切な利用方法の習得等を内容とした教室

を開催します。 

第 9 期市川市高齢

者福祉計画・介護

保険事業計画 

（関連 1３） 

職員みんなで支え合い計画

（市川市役所次世代育成支

援行動計画）の推進 

【職員課】 

全ての職員が、仕事と生活の時間のバランスを

取れるようにするため、「職員みんなで支え合い

計画」を推進します。 

職員みんなで支え

合い計画（市川市

役所次世代育成支

援行動計画） 

（関連 1４） 

職場におけるハラスメントに

関する相談 

【職員課 健康管理担当室】 

ハラスメントの種類にかかわらず、市職員が相談

できる窓口を設置し相談に対応します。 
－ 

（関連 1５） 

労働相談 

【商工課】 

賃金、解雇、労働時間、労災等の勤労者や中小企

業経営者が抱えている労働に関する相談に社会

保険労務士が応じます。 

いのちを支えるい

ちかわ自殺対策計

画(第 3 次) 

（関連 1６） 

若年者等就労支援 

【商工課】 

若年者等が仕事や就職について気軽に相談でき

る窓口を開設し、職場体験を通して就労への不安

を解消できるように支援します。また、求職者と

企業とのミスマッチ解消のため、就職面接会を実

施します。 

・いのちを支えるい

ちかわ自殺対策計

画(第 3 次) 

・第 5 期市川市地

域福祉計画 

・第 5 次いちかわ

ハートフルプラン 

（関連１７） 

家族経営協定締結の推進 

【農政課】 

家族で農業を営む農家に、家族経営協定の締結

に向け働きかけを行います。 
－ 

（関連１８） 

障がい者雇用 

【人事課、教育総務課】 

働く意欲があるもののなかなか就労に結びつか

ない障がい者を会計年度任用職員として任用し

ます。（最長３年） 

障がい者スタッフは業務経験を積みながら、就労

課題を克服し、一般企業等への就労を目指しま

す。 

 

・第５次いちかわハ

ートフルプラン 市

川市障害者計画 

・第二次市川市障

がい者活躍推進計

画 

（関連１９） 

雇用促進奨励金 

【商工課】 

市内居住の障がい者を常用労働者として雇用し

た事業主に対して奨励金を交付します。 

第 5 次いちかわハ

ートフルプラン 
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（関連 2０） 

自治会活動の活性化 

【自治振興課】 

市川市自治会連合協議会において、女性役員の

人材の活性化を図るため、役員と女性会長との

意見交換会を開催します。 

－ 

（関連 2１） 

公民館での各種講座の実施 

【生涯学習振興課】 

男女共同参画意識を育てるために、男性や若年

層・働く女性などを含め、これまで講座に参加す

る機会が少なかった層も参加しやすいよう内容、

時間帯などを工夫し講座の充実を図ります。 

第４期市川市教育

振興基本計画 

（関連 2２） 

いちかわ支え合いネット 

【地域共生課】 

市内を中心に活動を行っている市民活動団体等

の情報や生活支援の情報を掲載します。 
－ 

（関連 2３） 

地域ケアシステム推進 

【地域共生課】 

地域住民同士の支え合いとして地域コミュニティ

の推進を目指すとともに、市内１４の地区社会福

祉協議会の活動拠点を整備し、相談事業及びサ

ロン事業に対して助成を行い、地域住民の主体的

な活動を支援します。 

第 5 期市川市地域

福祉計画 
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●個別課題２ 政策・方針決定過程への女性の参画 

 

世界経済フォーラムが算出した２０２５年ジェンダーギャップ指数の日本のスコアは、

0.66（118 位/148 カ国）で、政治参画のスコアはＧ７の中で最下位でした。 

方針決定の段階で様々な視点が加わることにより、活力のある多様性に富んだ社会の

発展につながります。 

多様な意見が反映されるために、政策・方針決定過程への女性の参画拡大を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

出典：市川市男女共同参画基本計画 第 7 次実施計画 年次報告書 

   市川市男女共同参画基本計画 第 8 次実施計画 年次報告書 

世界経済フォーラム「グローバル・ジェンダー・ギャップ報告書（2025）」より作成 
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成果指標 

内容 
現状値 

（令和 7 年度） 

目標値 

（令和１２年度） 

政策・方針決定過程において、男女共同参画が進ん

でいると思う人の割合 

  

 

 

◇ 施策の方向性 

 

(5)市の政策・方針決定過程への女性参画の促進 

・政策・方針決定過程へ女性の意見を反映するため、そのような役割への女性の登用が 

進むような意識啓発や環境づくりに取組みます。 

 

(6)企業等における女性の活躍促進 

・企業等における方針決定過程への女性の参画を促進するため、情報発信や講座等に 

よる意識啓発を図ります。 

 

行動指標 

内容 現状値 

（令和 7 年度） 

目標値 

（令和１２年度） 

各種審議会等における女性委員の割合   

管理職における女性職員の割合   

 

 

進行管理事業一覧 

事 業 名 ９．各種審議会等への女性委員の積極的な登用の推進 

事業概要 

審議会等において男女がともに参画できるよう、女性委員割合の少ない審議

会等の担当部署に対し、「女性登用を促進するための改善計画書」の提出を求

めるとともに、ヒアリング調査等を行い、個々の事情を踏まえ、改善に向けた取

組を行うことで、女性委員の積極的な登用を促進します。 

指 標 附属機関における女性委員割合の調査回数 
現 状 

（令和６年度） 
１回 

目 標 値 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度 

１回 １回 １回 １回 １回 
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事 業 名 １０．女性職員の管理職登用の促進 

事業概要 

政策・方針決定過程に男女がともに参画することで、バランスの取れた行政サ

ービスを提供できるよう、研修を通じて女性職員のキャリア支援を行うととも

に、管理職を目指しやすい環境づくりを進めます。 

指 標 女性職員向けの研修の実施回数 
現 状 

（令和６年度） 
１回 

目 標 値 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度 

１回 １回 １回 １回 １回 

 

 

事 業 名 １１．市職員への男女共同参画に関する研修等の実施 

事業概要 

市職員が男女共同参画の意識を持ち、個性と能力を活かした質の高い行政サ

ービスを提供できるよう、市職員を対象とした男女共同参画に関する研修等

を実施します。 

指 標 
市職員への男女共同参画に関する研修等の

実施回数 

現 状 

（令和６年度） 
１回 

目 標 値 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度 

１回 １回 １回 １回 １回 

 

 

事 業 名 １．男女共同参画情報の収集と周知・啓発 

事業概要 〇ページ掲載 
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関連事業一覧 

事業名 

【所管課】 
事業概要 関連計画 

（関連 2４） 

市女性管理職の職業生活に

おける活躍の推進 

【人事課】 

女性活躍推進法の成立を受け、市女性職員の職

業生活における活躍を推進するため、女性の登

用を積極的に行い、仕事と家庭の両立支援や長

時間勤務の削減に努めます。 

第二次市川市女性

職員の活躍の推進

に関する特定事業

主行動計画 

（関連２５） 

女性管理職登用に向けた参

画機会の環境整備 

【義務教育課】 

学校運営の各分野において、意欲と能力のある

女性に機会を提供します。 
－ 

（関連２６） 

特定創業支援 

【商工課】 

産業競争力強化法に基づき、地域での創業を

促進させるため、関係機関と連携して起業・経

営相談や女性起業塾等を実施し、市内での創

業支援の取り組みを強化します。 

創業支援等事業計

画 

（関連２７） 

起業・経営支援 

【商工課】 

市内の起業予定者や経営者に対して、個別相

談やセミナー、女性起業塾を実施し、 起業しや

すく、また経営の安定化を図ることができる環

境づくりを行います。 

創業支援等事業計

画 

（関連２８） 

選挙啓発出前授業 

【選挙管理委員会事務局】 

主権者教育を補完するという観点から選挙啓発

出前授業を行い、未来の有権者である子どもた

ちが、政治や選挙の大切さを理解することで、若

年層の政治・選挙に対する意識の向上を図りま

す。 

－ 
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●個別課題３ 防災・復興における男女共同参画 

 

南海トラフ地震・首都圏直下型地震の３０年以内の発生率が８０％程度と予想されてい

ます。 また、近年は台風等による風水害も増加しています。 

東日本大震災や令和６年能登半島地震において課題となった避難所運営や復興につい

て、 男女がともに検討していくことで、災害時の困難をより軽減させることができます。 

市川市では、女性の視点から、災害への備えや災害発生後の避難所運営等について検

討するため、「防災女性プロジェクト（BJ☆プロジェクト）」による活動を行っています。 

こういった取組みを継続することに加え、自主防災組織や庁内の防災会議といった場に

おいて、女性の割合を増やす等、防災・復興における男女共同参画に取り組んでいきます。 
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成果指標 

内容 
現状値 

（令和 7 年度） 

目標値 

（令和１２年度） 

女性が安心して避難できる環境になっていると思う

人の割合 
  

 

 

◇ 施策の方向性 

 

(7)防災・復興における男女共同参画の視点の強化 

・女性が安心して避難することができる環境を整えるため、避難所運営への女性の視点 

の反映に努めます。 

・視野の広い効果的な防災・復興体制を構築するため、防災会議等における女性の割合 

増加に努めます。 

 

 

行動指標 

内容 
現状値 

（令和 7 年度） 

目標値 

（令和１２年度） 

防災会議の女性委員の割合   

 
 
進行管理事業一覧 

事 業 名 １２．避難所運営等における男女共同参画の視点の反映 

事業概要 
防災・復興の現場において男女がともに参画し、安全安心な避難所運営や効果

的な防災・復興体制を構築できるよう、女性の視点の反映に取り組みます。 

指 標 啓発等の回数 
現 状 

（令和６年度） 
― 

目 標 値 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度 

１回 １回 １回 １回 １回 
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事 業 名 １．男女共同参画情報の収集と周知・啓発 

事業概要 〇ページ掲載 

 

事 業 名 ９．各種審議会等への女性委員の積極的な登用の推進（再掲） 

事業概要 〇ページ掲載 

 

関連事業一覧 

事業名 

【所管課】 
事業概要 関連計画 

（関連２９） 

防 災 女 性 プ ロ ジ ェ ク ト

（BJ☆プロジェクト） 

【危機管理課】 

女性の視点から災害への備えや災害発生後の

避難所運営及び被災者支援のあり方、復旧対

策等に関して検討します。防災関連の講話等

で、女性の視点にたった危機管理対策につい

ての啓発活動を行っています。 

市川市地域防災計

画（震災編） 

（関連 3０） 

和洋女子大学との 

「防災・減災女性リーダー養

成講座」の共催 

【地域防災課】 

大学が開講する「防災・減災女性リーダー養成

講座」に協力し講座を行います。 
－ 

（関連 3１） 

女性消防クラブ活動 

【消防局警防課】 

一般家庭からの火災を防止し、地域における女

性防災リーダーの育成を図ることを目的に結

成された女性消防クラブに補助金を支出し、各

種訓練や研修、救命講習を通じ、災害時の適正

な対応ができるよう支援します。 

－ 

（関連 3２） 

地域における防災リーダー

の育成 

【地域防災課】 

地域防災リーダーの育成を行います － 

（関連３３） 

小学校区防災拠点協議会

の設置推進 

【地域防災課】 

災害時、現地対応の拠点となる小学校区防災

拠点を整備するため、地域住民、関係団体等で

組織する小学校区防災拠点協議会の設置を推

進します。男女双方の意見を出し合いながら減

災に向けた活動を行います。 

市川市地域防災計

画（震災編） 
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（関連 3４） 

防災教育推進 

【指導課】 

東日本大震災等の教訓を生かすため、３月１１

日を「防災教育の日」として制定し、防災意識を

高めるための教育を推進します。 

市川市教育振興基

本計画 

（関連 3５） 

外国人等の要配慮者への

対策 

【地域防災課】 

日本語を十分に理解できない外国人（訪日外

国人旅行者含む。）に対し、災害時における安

否確認や避難誘導策が円滑に行われるよう、

避難案内板の整備や外国人を含めた防災訓

練・防災教育の実施等の対策を行います。 

市川市地域防災計

画（震災編） 
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基本目標Ⅱ  暴力で苦しむことのない社会の実現 

 

 

男女共同参画社会の実現には、暴力のない安全安心な生活の基盤を整え、一人ひとり

が力を発揮できるようにすることが不可欠となります。 

そのためには、いかなる暴力も許さない社会づくり等の予防的な面と、被害者等の支援

の面との両方からの対策・支援が必要です。 

すべての人が暴力で苦しむことのない社会を目指し、暴力防止に向けた意識啓発や被

害者等への相談支援等を実施してまいります。 

 

 

●個別課題４ 暴力を許さない社会の実現 

 

市民アンケートにおいて、「どのような暴力をＤＶと認識するか」について質問したとこ

ろ、「身体的暴力」は９８．４％であったのに対し、「社会的暴力」は８９．４％にとどまるなど、

ＤＶに対する認識にばらつきがありました。 

男女ともに正しい知識を身につけ、これまで無自覚であったＤＶ被害やＤＶ加害につい

て認識することは、暴力による苦しみを根絶することにつながります。 

ＤＶ防止に向けた啓発活動を行う等、暴力を許さない社会の実現を目指します。 

 

 

  

出典：市川市男女共同参画に関する市民意識調査報告書 
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成果指標 

内容 
現状値 

（令和 7 年度） 

目標値 

（令和１２年度） 

いかなる理由があっても暴力は許されないものだと

考える人の割合 

  

 

 

◇ 施策の方向性 

 

(8)あらゆる暴力の防止に向けた基盤づくり 

・暴力を許さない意識の醸成や無意識による暴力を防止するため、講座等の開催により、 

正しい知識の周知・啓発を行います。 

 

行動指標 

内容 
現状値 

（令和 7 年度） 

目標値 

（令和１２年度） 

身体（精神、金銭、性、社会）的な暴力を DV と思う人

の割合 
  

DV を受けたことのある人の割合   

 

進行管理事業一覧 

事 業 名 １３．ＤＶ根絶に向けた啓発活動 

事業概要 

「女性に対する暴力をなくす運動（内閣府）」に併せた取組として、毎年１１月を

ＤＶ根絶強化月間と位置づけます。様々な世代に向けた講座の開催等によりＤ

Ｖ防止の啓発を行います。 

指 標 講座等啓発の回数 
現 状 

（令和６年度） 
８回 

目 標 値 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度 

８回 ８回 ８回 ８回 ８回 
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事 業 名 １４．デートＤＶ、ストーカーの予防啓発 

事業概要 
教育委員会や学校と連携し、生徒や学校の教職員を対象に、デートＤＶやストー

カーの予防啓発に取り組みます。 

指 標 啓発等の回数 
現 状 

（令和６年度） 
１回 

目 標 値 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度 

１回 １回 １回 １回 １回 

 

 

事 業 名 １５．ＤＶと児童虐待の関連性に関する周知・啓発 

事業概要 児童虐待関係部署と協働・連携し、講座等の取組を行います。 

指 標 啓発等の回数 
現 状 

（令和６年度） 
１回 

目 標 値 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度 

１回 １回 １回 １回 １回 

 

 

事 業 名 １６．犯罪被害者等支援に関する啓発 

事業概要 
犯罪被害者等が置かれている状況や二次被害の防止の重要性について、市民

等の理解を深めることができるよう、啓発活動等を講じます。 

指 標 啓発等の回数 
現 状 

（令和６年度） 
― 

目 標 値 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度 

１回 １回 １回 １回 １回 

 

 

事 業 名 ２．人権教育の実施（後掲） 

事業概要 〇ページ掲載 
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事 業 名 ３．人権啓発イベント等の実施（後掲） 

事業概要 〇ページ掲載 

 

 

関連事業一覧 

事業名 

【所管課】 
事業概要 関連計画 

（関連３６） 

青少年有害図書の地域で

の見回り 

【教育センター】 

市川市少年補導員によるパトロール等の活動

の際に、書店等における有害と思われるチラ

シ・ポスターの撤去依頼を行います。 

市川市教育振興基

本計画 

（関連３７） 

妊婦等包括相談支援 

【こども家庭相談課】 

妊婦・その配偶者等に対して、面談等の実施に

より、必要な情報提供や相談に応じるととも

に、ニーズに応じて必要な支援につなげる伴走

型相談支援を行います。 

市川市こども計画 

（関連３８） 

要保護児童への支援 

【こども家庭相談課】 

要保護児童等へ適切な支援を実施するため、

課題や関係機関の情報を共有し、支援内容の

協議や進行管理を行うなどして連携強化を図

ります。 

市川市こども計画 
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●個別課題５ 被害者等支援の充実 

 

ライフスタイルの変化や社会状況の変化に伴い、女性の悩みや困りごとも多岐にわたっ

ています。女性のための相談窓口を開設し、相談者自らが解決方法を見つけられるよう支

援します。 

「どのようなときにＤＶ相談窓口に相談すればいいか知っている」と回答した方は、1 割

程度となっています。 

ＤＶ相談窓口や支援機関についての認知が広がることは、困っている方の早期の発見や 

適切な支援につながります。 

女性のためのあらゆる相談で悩みに寄り添うとともに、窓口の周知を行うほか、相談員

の質を確保するため、定期的な研修の実施等、支援の充実を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

成果指標 

内容 
現状値 

（令和 7 年度） 

目標値 

（令和１２年度） 

暴力を受けた時、どこに相談すればよいか知ってい

る人の割合 
  

 

 

 

出典：令和 6 年度 DV に関する市民アンケート 
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◇ 施策の方向性 

 

(9)被害者等支援と相談業務体制の充実 

・被害者等が暴力の苦しみから解放されるよう、各種支援を行います。 

・被害者等が適切な支援を受けられるよう、相談窓口の周知を行います。 

・質の高い被害者等支援を目指し、担当職員のスキルアップや適正な制度の運用に努め 

ます。 

 

(10)関係機関・関係部署との連携 

・各種制度を効果的に活用するため、関係機関や関係部署との日常的な連携や情報 

共有に努めます。 

・円滑な被害者等支援につなげるため、関係機関が集まる会議を実施し、連携強化を 

図ります。 

 

 

行動指標 

内容 
現状値 

（令和 7 年度） 

目標値 

（令和１２年度） 

DV を受けたことのある人のうち、窓口に相談をし

た人の割合 
  

 

 

 

進行管理事業一覧 

事 業 名 １７．女性相談支援 

事業概要 

市内にいる女性を対象に、相談者自身が悩みの本質に気づき、解決方法を見

つけることができるよう、問題解決に向けた相談に対応します。必要に応じ、生

活再建に向けた訪問・同行支援を行います。 

指 標 （報告）女性相談の新規相談件数 
現 状 

（令和６年度） 
３０４件 

目 標 値 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度 

― ― ― ― ― 
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事 業 名 １８．女性弁護士による無料法律相談 

事業概要 
別居や離婚などにおける法的支援についての助言が必要な女性を対象に、 

女性弁護士が無料の法律相談を実施します。 

指 標 （報告）無料法律相談の利用件数 
現 状 

（令和６年度） 

５１回 

（開設回数） 

目 標 値 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度 

― ― ― ― ― 

 

 

事 業 名 １９．犯罪被害者等への支援 

事業概要 

犯罪被害者等が直面している様々な問題について相談に応じ、必要な情報の

提供や助言、見舞金の支給等を行います。また、必要に応じて関係機関との 

連絡調整を行います。 

指 標 （報告）犯罪被害者等の相談件数 
現 状 

（令和６年度） 
― 

目 標 値 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度 

― ― ― ― ― 

 

 

事 業 名 ２０．緊急一時保護対応 

事業概要 
安全確保の緊急対応が必要な場合は、一時保護施設等に依頼し、ＤＶ被害者 

及び同伴者の一時保護にかかる支援を行います。 

指 標 （報告）緊急一時保護の対応件数 
現 状 

（令和６年度） 

７件 

（避難件数） 

目 標 値 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度 

― ― ― ― ― 
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事 業 名 ２１．ＤＶ相談証明書等の発行と保護命令申し立てにおける助言等の支援 

事業概要 

住民基本台帳の閲覧制限、児童手当の受給者変更、保険の離脱・加入等のため

に必要なＤＶ相談証明書を発行します。 

また、保護命令の申立てや申立書の記載方法についての助言や支援を行いま

す。 

指 標 （報告）ＤＶ相談証明書の発行件数 
現 状 

（令和６年度） 
３３３件 

目 標 値 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度 

― ― ― ― ― 

 

 

事 業 名 ２２．相談窓口の周知活動 

事業概要 

相談窓口の周知のため、案内チラシやカードを関係部署の窓口等に設置しま

す。また、外国人への周知として、５ヶ国語（英語・中国語・スペイン語・ベトナム

語・韓国語）に対応した案内チラシカードを配布します。 

指 標 設置箇所数 
現 状 

（令和６年度） 
７９箇所 

目 標 値 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度 

８０箇所 ８０箇所 ８１箇所 ８１箇所 ８２箇所 

 

 

事 業 名 ２３．ケース検討会議の実施 

事業概要 
支援が困難なケースや危険度の高いケース等の情報共有および支援方法の 

検討を行い、相談体制の強化を図ります。 

指 標 会議実施回数 
現 状 

（令和６年度） 
４８回 

目 標 値 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度 

４８回 ４８回 ４８回 ４８回 ４８回 
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事 業 名 ２４．スキルアップのための研修への参加・実施 

事業概要 

相談にきめ細やかに対応するため知識の習得、各種制度の理解など、担当職

員が国や県等の研修等に積極的に参加し、スキルアップを図ります。 

また、相談対応時の基本的態度や心得、困難事例への対応方法、対応職員のセ

ルフケアなど、状況に合わせた研修を実施し、関係機関や関係部署にも参加を

促します。 

指 標 研修の受講回数 
現 状 

（令和６年度） 
１０回 

目 標 値 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度 

１０回 １０回 １０回 １０回 １０回 

 

 

事 業 名 ２５．相談者の転入出にかかる自治体等との情報連携 

事業概要 
継続的な自立支援の一つとして、ＤＶ被害者とその家族の状況に応じ、居住す

る自治体等と情報連携を行います。 

指 標 （報告）相談者別関係機関実件数 
現 状 

（令和６年度） 
箇所 

目 標 値 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度 

― ― ― ― ― 

 

 

事 業 名 ２６．関係機関・関係部署との連携と情報発信 

事業概要 

ＤＶ被害者がスムーズに生活再建できるよう、必要に応じて情報連携を行いま

す。また、関係機関等に加害者の追及がある場合には、対応についての助言を

行います。 

ＤＶ被害者を発見した場合、速やかに相談窓口を案内できるよう関係部署の職

員に向けて「ＤＶとは何か」、「被害者を発見したときの対応方法」などがわかる

よう啓発を実施します。 

指 標 情報発信の回数 
現 状 

（令和６年度） 
１回 

目 標 値 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度 

１回 １回 １回 １回 １回 
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事 業 名 ２７．家庭等における暴力等対策ネットワーク会議等の実施 

事業概要 

ＤＶ、児童虐待、高齢者虐待、障がい者虐待等の家庭等における様々な暴力に

対応するため、関係機関で構成されるネットワークの代表者会議を開催し、情

報の共有化を図ることで組織間の連携を強化します。 

また、ＤＶ被害者支援のため、関係機関・関係部署との個別ケースの支援方針

の確立、支援の経過報告及びその評価を行い、新たな情報を共有することを目

的とした会議を開催します。 

指 標 会議回数 
現 状 

（令和６年度） 
各１回 

目 標 値 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度 

各１回 各１回 各１回 各１回 各１回 

 

 

関連事業一覧 

事業名 

【所管課】 
事業概要 関連計画 

（関連３９） 

利用者支援 

(こども家庭センター型) 

【こども家庭相談課】 

母子保健と児童福祉の一体的な相談・支援、児

童虐待の通告窓口としての相談対応、情報提

供や関係機関への連絡調整等を行い、ニーズ

に応じた支援内容を提供します。 

市川市こども計画 

（関連 4０） 

障害者虐待防止対策支援 

【障がい者支援課】 

障害者虐待の防止及び障がいを理由とする差

別の解消を図るために関係機関及び地域の関

係者を交えて必要な協議を行います。 

第5次いちかわハ

ートフルプラン 

（関連 4１） 

高齢者等総合相談 

【地域包括支援課】 

高齢者虐待、成年後見制度利用促進等に関す

る相談を行います。 

第9期市川市高齢

者福祉計画・介護

保険事業計画 

（関連 4２） 

権利擁護 

【地域包括支援課】 

高齢者虐待防止と養護者支援のための高齢者

虐待の防止に関する会議を開催します。 

その他に、弁護士、精神科医による相談事業も

実施します。 

第9期市川市高齢

者福祉計画・介護

保険事業計画 
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基本目標Ⅲ  すべての人がいきいきと暮らせる社会の実現 

 

 

男女間の性差や年齢、国籍、性的指向・性自認、障がい、貧困などを理由に、社会的困難

に直面する例が多くあります。 

すべての人の人権が尊重され、多様な個性を認め合うことは、一人ひとりが力を発揮で

きるいきいきとした生活には不可欠です。 

また、心身ともに健康な状態を保つことは、男女ともに様々な場面で活躍することにつ

ながります。 

このようなすべての人がいきいきと暮らせる社会の実現を目標とし、各種取組みや関

係機関との連携に努めてまいります。 

 

 
●個別課題６ 多様性を認め合う社会の実現 

 

性別を問わず、パートナーシップの関係にあることを届け出ることのできる「パートナー

シップ制度」を導入している自治体は、2025 年 5 月末現在、全国で 500 を超えていま

す。 

一人ひとりが多様性を認め合うことができれば、あらゆる人が暮らしやすさを感じるこ

とにつながります。 

LGBTQ+の方をはじめ、外国人、高齢者、子ども、障がい者等、すべての人がいきいき

と暮らせる社会の実現に向け、 取り組みを進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：市川市ダイバーシティ推進課 届出件数集計表 
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成果指標 

内容 
現状値 

（令和 7 年度） 

目標値 

（令和１２年度） 

市川市はすべての人が安心して暮らせる街だと考え

る人の割合 
  

 

 

 

◇ 施策の方向性 

 

(11)ダイバーシティに関する理解促進 

・すべての人がいきいきと生活できるよう、多様な立場への理解を促進する講座を  

実施します。 

・人の結びつきの様々な形を後押しするため、市川市パートナーシップ・ファミリーシッ

プ届出制度を運用します。 

 

(12)人権の視点からの教育の推進 

・すべての人が尊重される社会を実現するため、市民等の人権意識の啓発につながる 

イベント等を実施します。 

 

 

行動指標 

内容 現状値 

（令和 7 年度） 

目標値 

（令和１２年度） 

パートナーシップ届出件数   

LGBTQ＋への理解が深まったと回答した講座受講

者の割合 
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進行管理事業一覧 

事 業 名 ２８．ＬＧＢＴＱ＋に関する理解促進 

事業概要 

ＬＧＢＴＱ＋に対する理解不足や偏見をなくし、すべての人が個人として尊重さ

れ、誰もが暮らしやすいまちとなるよう、ＬＧＢＴＱ＋に関する正しい情報の提

供や理解促進のための啓発を行います。 

指 標 啓発活動の回数 
現 状 

（令和６年度） 
６回 

目 標 値 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度 

６回 ６回 ６回 ６回 ６回 

 

 

事 業 名 ２９．市川市パートナーシップ・ファミリーシップ届出制度の運営 

事業概要 

すべての人の人権が尊重され、性自認や性的指向に関わらず、誰もが自分らし

く生きることができる社会を実現するため、パートナーシップ・ファミリーシッ

プ届出制度の運営を行います。 

指 標 周知回数 
現 状 

（令和６年度） 
１回 

目 標 値 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度 

１回 １回 １回 １回 １回 

 

 

事 業 名 ３０．多様性に配慮した表現の促進 

事業概要 
一人ひとりの人権を尊重し、多様性を認め合う社会を実現するため、発行物等

における性にとらわれない表現を促進します。 

指 標 
多様性に配慮した表現に関する情報発信の

回数 

現 状 

（令和６年度） 
― 

目 標 値 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度 

１回 １回 １回 １回 １回 
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事 業 名 ２．人権教育の実施 

事業概要 

人権擁護委員と連携し、主に未就学児から中学生の人権意識の高揚を図るた

め、幼稚園や小学校（人権教室）、中学校（人権講演会）における人権啓発活動

を実施します。 

指 標 人権教室の実施校数 
現 状 

（令和６年度） 
３９校 

目 標 値 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度 

３９校 ３９校 ３９校 ３９校 ３９校 

 

 

事 業 名 ３．人権啓発イベント等の実施 

事業概要 
イベントの実施や市広報紙等による情報発信により、人権尊重思想の普及・高

揚に取り組みます。 

指 標 人権啓発イベント等の実施回数 
現 状 

（令和６年度） 
２回 

目 標 値 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度 

２回 ２回 ２回 ２回 ２回 

 

 

関連事業一覧 

事業名 

【所管課】 
事業概要 関連計画 

（関連 4３） 

多文化共生推進 

【国際交流課】 

こどもたちの異文化理解を促進するため、市内

小学校において多文化共生出前講座を行いま

す。また、在住外国人への日本語学習支援強化

のため、日本語ボランティア講師向けの研修を

行います。 

－ 

（関連 4４） 

海外都市交流 

【国際交流課】 

姉妹・友好都市及びパートナーシティとの間に

おける市民や青少年同士の交流を深めるた

め、各都市との様々な交流事業を行います。 

－ 

（関連 4５） 

国際理解教育の推進 

【指導課】 

国際社会においてグローバルな視点に立って、

主体的に行動するために必要な態度や能力を

育むため、異文化理解等を学ぶ学習機会の充

実を図ります。 

市川市教育振興基

本計画 
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（関連４６） 

青少年教育国際交流 

【指導課】 

本市の中学生が海外交流を通して、改めて日

本や郷土市川の伝統と文化を学ぶ機会の充実

を図るとともに、他国を尊重し、異なる文化を

持つ人々と理解し合い、地域でも国際社会でも

活躍できる青少年を育成します。 

 

（関連４７） 

世代間交流 

【学校地域連携推進課】 

子どもたちの健全育成・コミュニティ作り・生涯

学習社会の創造を目的とし、ボランティアで組

織された 16 学校区の実行委員会と委託契約

を結び、遊びを通した子どもたちとの主体的な

関わりによる活動や交流を図ります。 

市川市教育振興基

本計画 

（関連４８） 

障がい者に関する理解促進

研修・啓発 

【障がい者支援課】 

障がい者等が日常・社会生活を営む上で生じ

る「社会的障壁」を除去するため、障がい者等

の理解を深めることのできる研修・啓発を行い

ます。 

第5次いちかわハ

ートフルプラン 
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●個別課題７ 健やかな生活を続けることができる社会の実現 

 

健やかな生活を続けるために必要なことの１つは、性差に応じた的確な保健・医療を 

享受できる環境を整えることです。ライフステージに沿って心身や環境に様々な変化が起

こりうる女性に対し、各段階での適切な支援を行います。 

また、女性は、性差に起因する困難な問題に直面することがあります。困難な問題を抱

える女性について、既存の支援である女性相談や市川市よりそい支援事業（重層的支援 

体制整備事業）等の事業を活用し、様々な機関と連携しながら支援を行っていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

成果指標 

内容 
現状値 

（令和 7 年度） 

目標値 

（令和１２年度） 

心身ともに健康と感じている人の割合   

 

 

 

◇ 施策の方向性 

 

(13)生活上の困難への支援の充実 

・性差に起因する困難な問題を抱える女性について、心身ともに健康な生活を送る 

ことができるよう、相談業務や法律相談の実施により支援します。 
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(14)生涯を通じた健康の管理の意識啓発と情報提供 

・男女ともに継続して活躍することができるよう、健康に関する意識啓発や情報提供を 

行います。 

 

行動指標 

内容 
現状値 

（令和 7 年度） 

目標値 

（令和１２年度） 

自殺死亡率（人口１０万人あたりの人口動態調査による

自殺者数） 
  

健康寿命         

 

 
 
進行管理事業一覧 

事 業 名 １７．女性相談支援（再掲） 

事業概要 〇ページに掲載 

 

事 業 名 １８．女性弁護士による無料法律相談（再掲） 

事業概要 〇ページに掲載 

 

事 業 名 １９．犯罪被害者等への支援（再掲） 

事業概要 〇ページに掲載 

 

事 業 名 ２６．関係機関・関係部署との連携と情報発信（再掲） 

事業概要 〇ページに掲載 
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関連事業一覧 

事業名 

【所管課】 
事業概要 関連計画 

（関連４９） 

民事相談 

【総合市民相談課】 

市民の日常の悩みに応じるため、相談窓口を

設け、解決に向けた支援をします。 
－ 

（関連 5０） 

外国人相談窓口 

【国際交流課】 

外国人のインフォメーションセンターとして、日

常生活や市の行政・施設についての情報提供

など各種の相談に応じます。 

－ 

（関連 5１） 

通訳・翻訳ボランティアに

よる活動 

【国際交流課】 

在住外国人が誤解や不安を抱くことなく安心

して暮らせるよう、地域における外国語通訳ボ

ランティアと協力体制の充実を図ります。 

－ 

（関連 5２） 

多機関協働 

【地域共生課】 

複雑化・複合化した課題について、調整役を担

い、支援関係機関の役割の分担や支援の方向

性を定め、支援プランの策定等を行います。ま

た、支援の進捗状況等の把握や必要に応じた

相談支援機関専門職への助言等を行います。 

第5期市川市地域

福祉計画 

（関連 5３） 

生活困窮支援 

【地域共生課】 

生活困窮者等が自立した生活を送れるよう、自

立相談支援機関にて、離職や収入の減少によ

り住居を喪失するおそれのある方を対象に賃

貸住宅の家賃を支給する住居確保給付金の申

請受付など、各種相談・支援を実施します。 

第5期市川市地域

福祉計画 

（関連 5４） 

高齢者サポートセンター 

（地域包括支援センター） 

【地域包括支援課】 

高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らして

いけるよう、社会福祉士、主任ケアマネージャ

ー、保健師などの専門職が健康や介護の相談

など、様々な面から支援を行います。 

第9期市川市高齢

者福祉計画・介護

保険事業計画 

（関連５5） 

認知症サポーター等養成 

【地域包括支援課】 

認知症の人を正しく理解した認知症の人への

応援者である認知症サポーターを養成する講

座への参加を地域住民等に広く呼びかけます。

また、高齢者と接する様々な職場や小中学校

での開催を強化し、認知症の人を地域全体で

支えられる体制を整えていきます。 

第9期市川市高齢

者福祉計画・介護

保険事業計画 
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（関連５6） 

地域見守り活動に関する協

定 

【地域包括支援課】 

孤立死・孤独死等を未然に防止することを目的

として、平成２５年１１月に各種民間事業所と取

り交わした「市川市地域見守り活動に関する協

定書」に基づき、事業者より通報があった場合

に安否確認を行います。 

第9期市川市高齢

者福祉計画・介護

保険事業計画 

（関連５７） 

障害者相談支援 

【障がい者支援課】 

障がい者等の福祉に関する様々な相談に応

じ、情報提供や助言を行うとともに、関係機関

と連携を図りながら、障がい者の福祉サービス

利用や権利擁護に関する支援を行います。 

第5次いちかわハ

ートフルプラン 

（関連５８） 

ひとり親相談 

【子育て給付課】 

ひとり親家庭の生活や就労に関して、母子・父

子自立支援員が相談に応じ、自立に向けた支

援を行います。 

 

（関連５９） 

産後ケア 

【こども家庭相談課】 

利用者の状況や希望に合わせ、母親の身体的

ケアや授乳の指導、心理的ケア、育児手技等の

具体的指導や相談、休息等の産後ケア(宿泊

型・デイサービス型・訪問型)を実施します。 

市川市こども計画 

（関連６０） 

ひとり親世帯に対する市営

住宅の加点措置 

【市営住宅課】 

経済的な負担の大きいひとり親が市営住宅に

応募した場合、加点措置により入居できる可能

性を大きくし、住宅確保に向けた支援を行いま

す。 

－ 

（関連６１） 

母子・父子自立支援プログ

ラム策定 

【子育て給付課】 

児童扶養手当受給者等が就労を希望する場

合、市のプログラム策定員が面接に応じ就労支

援プログラムを策定し、自立を支援します。 

 

（関連 6２） 

健康相談 

【保健センター 健康支援

課】 

電話及び所内面接により、ライフサイクルに応

じた心身の健康に関する個別の相談に応じ、必

要な指導及び助言を行います。 

市川市健康増進計

画 健康いちかわ

２１（第２次） 

（関連 6３） 

自殺対策 

【保健センター 健康支援

課】 

本市の自殺・自殺未遂の実態に応じた効果的

な自殺対策を展開し、自殺者数・自殺未遂者数

の減少を図ります。また、相談対応、研修や講

座開催などにより、こころの健康に関する知識

の普及・啓発を図ります。 

いのち支えるいち

かわ自殺対策計画

（第 3 次） 
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（関連 6４） 

乳幼児期における健康教育

および育児相談 

【こども家庭相談課】 

妊娠期から子育て期にわたる健康教育および

育児相談を実施することにより、保護者が見通

しを持った育児を実施することで、育児不安の

軽減につなげます。 

・市川市こども計

画 

・市川市健康増進

計画 健康いちか

わ２１（第３次）※

R8 開始予定 

（関連６５） 

乳児家庭全戸訪問 

【こども家庭相談課】 

出生連絡票をもとに、新生児及び１～２か月児

のいる家庭への全戸訪問を実施し、個別ある

いは家庭のニーズに応じた相談・支援を行いま

す。 

市川市こども計画 

市川市健康増進計

画 健康いちかわ

２１（第３次）※R8

開始予定 

（関連６６） 

特定健康診査等の実施 

【保健センター健康支援課】 

各種がん検診や肝炎ウイルス検診を実施しま

す。また、４０歳以上の国民健康保険被保険者

に対し特定健康診査、千葉県後期高齢者医療

被保険者及び４０歳以上の生活保護受給者に

対し特定健康診査に準ずる健康診査を実施し

ます。 

市川市健康増進計

画 健康いちかわ

２１（第２次） 

（関連６７） 

生涯スポーツイベントの充

実 

【スポーツ推進課】 

現在行われている「みんなでスポーツ」、「ラグ

ビーフェスティバル」、「ツーデーマーチ」といっ

たイベントのＰＲの促進や内容を充実させ、参

加者の増加を図ります。 

第2期市川市スポ

ーツ推進計画 
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５ 成果指標一覧 

 

 

 

<成果指標＞ 

 

 

 

個別課題 対応する指標
現状値

（令和７年●月）
目標値

（令和１２年）

１．理想のライフスタイルの実現
　または
　ワーク・ライフ・バランスの実現

理想のライフスタイルで生活を送れてい
ると思う人の割合
または バランスの取れた生活を送れ
ていると思う人の割合

％ ％

２．政策・方針決定過程への女性の
参画

政策・方針決定過程において、男女
共同参画が進んでいると思う人の
割合

％ ％

３．防災・復興における男女共同参
画

女性が安心して避難できる環境に
なっていると思う人の割合

％ ％

個別課題 対応する指標
現状値

（令和７年●月）
目標値

（令和１２年）

４．暴力を許さない社会の実現
いかなる理由があっても暴力は許
されないものだと考える人の割合

％ ％

５．被害者等支援の充実
暴力を受けた時、どこに相談すれば
よいか知っている人の割合

％ ％

個別課題 対応する指標
現状値

（令和７年●月）
目標値

（令和１２年）

６．多様性を認め合う社会の実現
市川市はすべての人が安心して
暮らせる街だと考える人の割合

％ ％

７．健やかな生活を続けることが
　できる社会の実現

心身ともに健康と感じている人の
割合

％ ％

基本目標　Ⅰ　あらゆる場面で男女がともに活躍できる社会の実現

基本目標　Ⅱ　暴力で苦しむことのない社会の実現

基本目標　Ⅲ　すべての人がいきいきと暮らせる社会の実現
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＜行動指標＞ 

 

 

施策の方向性 対応する指標
現状値

（令和７年●月）
目標値

（令和１２年）

（１）男女共同参画に関連する意識の
　　醸成

（２）家庭生活における男女共同参画
　　の促進

（３）働く場における男女共同参画の
　　促進

（４）地域における男女共同参画の
　　促進

（５）市の政策・方針決定過程への
　　女性参画の促進

（６）企業等における女性の活躍促進

（７）防災・復興における男女共同参画
　　の視点の強化

・防災会議の女性の割合 ・　　　　　　％ ・　　　　％

施策の方向性 対応する指標
現状値

（令和７年●月）
目標値

（令和１２年）

（９）被害者等支援と相談業務体制の
　　充実

（１０）関係機関・関係部署との連携

施策の方向性 対応する指標
現状値

（令和７年●月）
目標値

（令和１２年）

（１１）ダイバーシティに関する理解
　　促進

（１２）人権の視点からの教育の推進

（１３）生活上の困難への支援の充実

（１４）生涯を通じた健康の管理の
　　意識啓発と情報提供

・身体的（精神、金銭、性、社会）な
　暴力をＤＶと思う人の割合

・DVを受けたことのある人の
　割合

・　　　　　　％

・　　　　　　％

・　　　　％

・　　　　％

個別課題　２．政策・方針決定過程への女性の参画

個別課題　１．理想のライフスタイルの実現

・男女共同参画に関連する講座やイベント
等において内容の理解ができた人の割合

・夫は外で働き、妻は家を守る方が良い
と考える人の割合

・「配偶者出産休暇」又は「男性の育児参
加休暇」を合計して５日以上取得した取得
対象となる市の男性職員の割合

・「年次休暇」の取得が、１０日以上の
　市職員の割合

・　　　　　　％

・　　　　　　％

・　　　　　　％

・　　　　　　％

・　　　　　　％

・　　　　　　％

・　　　　　　％

・　　　　　　％

個別課題　４．暴力を許さない社会の実現

（８）あらゆる暴力の防止に向けた
　　基盤づくり

・各種審議会等における女性委員の
　割合

・管理職における女性職員の割合

・　　　　　　％

・　　　　　　％

・　　　　％

・　　　　％

・自殺死亡　※　人口１０万人あたり
　の人口動態調査による自殺者数

・健康寿命

・

・　　　　　　歳

・

・　　　　　　歳

個別課題　３．防災・復興における男女共同参画

個別課題　５．被害者等支援の充実

個別課題　７．健やかな生活を続けることができる社会の実現

・DVを受けたことのある人のうち
　窓口に相談をした人の割合

・　　　　　　％ ・　　　　％

個別課題　６．多様性を認め合う社会の実現

・パートナーシップ・ファミリー
　シップ届出件数

・LGBTQ+への理解が深まったと
　回答した講座受講者の割合

　　　　　　　件

・　　　　　　％

・　　　　件

・　　　　％
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委員の皆さまからのご提案・ご意見 

 

１．個別課題１の表現について 
 

個別課題１ 

「理想のライフスタイル」の実現  と  「ワーク・ライフ・バランス」の実現 

 

上記、個別課題１の表現について、様々なご意見をいただきましたので、審議会内で意見交

換をさせていただき、再度 事務局で検討したいと思います。 

 

 

 

ご意見① 

・「ワーク・ライフ・バランス」という表現について 

「理想のライフスタイルの実現」のほうがよいと思いますが、「理想」を「希望」「希望す

る」にするとよいかもしれません。 

 

ご意見② 

・施策の方向性に「働く場」「家庭」「地域」とあるので、それらを網羅する「１．理想のラ

イフスタイルの実現」がいいと思います。 

 

ご意見③ 

・「ワーク・ライフ・バランス」よりは「理想のライフスタイル」のほうがワークやライフに

とらわれず広義の意味も含み良いかと思いました。「理想＝優雅な生活」という意味にも捉え

られるのではと言う懸念点につきまして、「望むライフスタイル」という表現を提案いたしま

す。「望む」であれば、憧れよりもひとりひとりの希望という意味合いが強いかと思います。 

 

ご意見④ 

・理想のライフスタイルの理想の意味をそこまで読み取れるか懸念があります。例えば、「自

分らしいライフスタイルの実現」はいかがでしょうか。また、ワーク・ライフ・バランスの

ライフには本来、家事・育児、介護などだけでなく、趣味や自己啓発も含まれます。「ワー

ク・ライフ・バランスの実現」でも良いように思いました。 

 

 

 

 

 

資料２ 



2 

 

 

ご意見⑤ 

・ワーク・ライフ・バランス（理想のライフスタイル）の実現 としては？ 

 理由①人間にとって「ワーク」は重要なもの。これを通してのライフと考えます。②種々

多様な個々人がいる中で、「理想のライフスタイル」は抽象的で具体的な響きには遠い気がし

ます。 

 

ご意見⑥ 

・Ⅰ個別課題１「ワーク・ライフ・バランス」を「理想のライフスタイル」とする件につい

て。趣旨は理解しますが、「理想のライフスタイル」とするのは抽象的すぎるかと思います。

「ワーク・ライフ・バランス」という言葉のほうが分かりやすく人口に膾炙（かいしゃ）し

ていると思いますので個人的には推したいと思います。内閣府の「ワーク・ライフ・バラン

ス」の定義にも、地域生活へにも言及し、ライフステージに応じて異なる（変化する）とい

うことも含んだものになっていますので、注（用語説明）をつける形で理解を求めればいい

のではないでしょうか。／「理想のライフスタイル」が「優雅な生活」とイメージされるこ

との代案としては、「希望するライフスタイル」という形もあるかと思います。 
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委員の皆さまからのご提案・ご意見（２） 

下記１～８のご意見については、今回提示いたします案に反映いたしました。 

 

No 
該当 

項目 
ご提案・ご意見 対応 

1 Ⅰ 

個別課題の順番の入れ替えについて 

・賛成です、良いと思います。 

・基本目標１に係る個別課題の並び順

は、これでいいと思います 

反対のご意見等はなかったため、本提

案のままの体系図で進めています。 

2 
Ⅰ-１

（１） 

事業２「人権教室等の実施」は、「人権教

育等の実施」はいかがでしょう。 

事業 2の「人権教室」を「人権教育の実

施」に変更します。 

事業概要の説明において人権教室、人

権講演会の名称を入れることとします。 

3 
Ⅰ-１

（１） 

意識の醸成について、「無意識の思い

込み・先入観」は、キーワードになると思

います。 

施策の方向性の説明に反映します（アン

コンシャスバイアス）。 

4 
Ⅰ-１

（２） 

家庭生活における男女共同参画の促進

に対応する指標が必要かと思います。

「配偶者出産休暇または「男性の育児参

加休暇」を合計して 5日以上取得した

～」では出産後のみに限定されます。例

えばアンケートにて家庭生活においての

男女共同参画が進んでいると思うかの

項目追加、関連するイベントでの男女参

加比割合などが考えられます。 

家庭内の男女共同参画の考え方におけ

るアンケートとして、経年で調査している

「夫は外で働き、妻は家を守る方が良

い」を行動指標として設定しました。 

5 
Ⅰ-１

（３） 

具体的なイメージを作ることが難しいの

で、「（仕事のための）スキルアップの情

報提供」など、あってもよい。 

事業概要の説明に反映します（スキルア

ップ）。 

6 
Ⅰ-２

（３） 

「年次休暇」の取得が、5日未満の市職

員の人数、という指標ですが、理想のラ

イフスタイル(ワーク・ライフ・バランス)の

実現に向けてという意味でしたらこちら

は「5日以上」ではないでしょうか？（私

の理解不足でしたら申し訳ございませ

ん） 

担当課の計画において定めている「１０

日以上年次休暇を取得した正規職員の

割合」を行動指標として設定しました。 
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No 
該当 

項目 
ご提案・ご意見 対応 

7 
Ⅰ-３

（７） 

事業 12「現場」というのは分かりにくいの

で、別の表現がないかと思います。進行

管理事業として、マニュアルの整備だけ

ではなく、実際に防災の基盤となる地域

防災会議（≒自治会）の女性割合を高

めるなども必要なことと感じます。 

事業 12の「現場」を「避難所運営等」に

変更します。 

市川市では「小学校区防災拠点協議

会」といっていますが、その協議会の女

性割合を高めることも必要なことは認識

していますので、内部の会議・関係課へ

の働きかけとともに、小学校区防災拠点

協議会の女性割合への取組などを行っ

ていきます。 

8 Ⅲ-６ 
「性にとらわれない表現の促進」に、年

齢・障がい・国籍を入れるのはどうか。 

事業 30の「性にとらわれない」を「多様

性に配慮した表現の促進」に変更しま

す。 

市川市で策定している「多様性を尊重す

る社会を推進するための指針」の利用促

進等を行います。また、他課等からの相

談にも対応します。 

 

 

事務局からの修正案 

 

No 

該当 

項目 

該当箇所 

修正理由 
修正内容 

1 
Ⅱ-5

（9） 

事業 24 担当職員のスキルアップのた

めの研修への参加・実施 

研修への参加・実施は、担当職員だけ

ではなく、関係機関や関係部署にも該

当すると考えた。 

事業 24「担当職員」を削除し、「＿＿ス

キルアップのための研修への参加・実

施」に変更します。 

２ Ⅰ-１ 

行動指標 「講座やイベント等において

内容の理解ができた人の割合」 

対象となる講座等がわからないため、文

言の追加が必要と考えた。 

行動指標 「＿＿講座やイベント等にお

いて」を「男女共同参画に関連する講座

やイベント等において内容の理解ができ

た人の割合」に変更します。 
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委員の皆さまからのご提案・ご意見（３） 

下記１～10 について、今回の提案する計画案の内容には反映を見送っております。（現案の中

で対応可能なものを含みます。） 

審議会当日に事務局から詳細をご説明させていただきます。 

 

No 
該当 

項目 
ご提案・ご意見 

1 その他 

アンケート調査ですが、現行オンライン申請システム LoGo フォームかと思います。

こちらに回答される年代が 50 代、60 代で半数以上ということで、ウィズプランにおい

ても子育てや働き方、DV 被害、ダイバーシティに伴う活動に多く関わってくる 20

代、30 代、40 代の声ももっと集められると良いかと思います。 

2 
Ⅰ-２

（6） 

企業等における女性の活躍推進の具体的な事業が不足しているように思われま

す。市内企業への働きかけなどで可能なことはないでしょうか。 

3 Ⅱ 加害者対象の教育プログラムもあるとよいと思います。 

4 
Ⅱ-５

（９） 

16「女性相談支援」は、男性の DV 被害者も対象であれば、「DV 相談支援」はいか

がでしょう。 

5 
Ⅱ-５ 

（10） 
家庭等における暴力等対策ネットワーク会議等の実施 下線部抜いてはいかがか。 

6 Ⅲ すべての人（市民）がいきいきと暮らせる社会（市川市）の実現 

7 Ⅲ-６ 

多様性を認め合う社会の実現と個別課題で設定しているにもかかわらず、２８、２９、

３０でＬＧＢＴＱ+（マイノリティ）に関するのみであることに違和感を少し感じました。外

国人に関することは含まれないのでしょうか。横の関連事業には外国人に関するも

のが載っています。 

8 
Ⅲ-７ 

（13） 

対応する指標 として、「ひとり親家庭（母子家庭）の貧困率」を追加してはいかがで

しょう。 

9 Ⅲ-７ 

Ⅱ個別課題４か、Ⅲ個別課題６か、いずれでも構いませんが、「リプロダクティブヘ

ルス・ライツ」に関する事業があればと思います。性加害・性被害、望まない妊娠⇒

虐待リスクなどは、ジェンダー課題「包括的性教育の推進」など事業化できると嬉し

いのですが。 

10 
Ⅲ-７ 

（14） 

進行管理事業に反映されていないように感じます。雇用労働者が増えて法定健康

診断でカバーされるようになっているとはいえ、女性の健康問題というものはあるよう

に思います。乳がん・子宮がん検診の受診率などを成果指標に、女性の健康問題

への対策を事業化してほしいと思います。 

 



行動指標の追加

施策の方向性 対応する指標
現状値

（令和７年）
目標値

（令和１２年）

（１）男女共同参画に関連する意識の
　　醸成

（２）家庭生活における男女共同参画
　　の促進

（３）働く場における男女共同参画の
　　促進

（４）地域における男女共同参画の
　　促進

（５）市の政策・方針決定過程への
　　女性参画の促進

（６）企業等における女性の活躍促進

3
（７）防災・復興における男女共同参画
　　の視点の強化

・防災会議の女性の割合 ・　　　　　　％ ・　　　　％

施策の方向性 対応する指標
現状値

（令和７年）
目標値

（令和１２年）

（９）被害者等支援と相談業務体制の
　　充実

（１０）関係機関・関係部署との連携

施策の方向性 対応する指標
現状値

（令和７年）
目標値

（令和１２年）

（１１）ダイバーシティに関する理解
　　促進

（１２）人権の視点からの教育の推進

（１３）生活上の困難への支援の充実

（１４）生涯を通じた健康の管理の
　　意識啓発と情報提供

2

・各種審議会等における女性委員
　の割合

・管理職における女性職員の割合

・　　　　　　％

・　　　　　　％

・　　　　％

・　　　　％

基本目標　Ⅰ　あらゆる場面で男女がともに活躍できる社会の実現

1

・男女共同参画に関連する講座や
　イベント等において内容の理解が
　できた人の割合

・「配偶者出産休暇」又は「男性の
　育児参加休暇」を合計して 5 日
　以上取得した、取得対象となる
　市の男性職員の割合

・「年次休暇」の取得が、10日以上
　の市職員の割合

・「夫は外で働き、妻は家を守る方
　が良い」と答えた人の割合

・　　　　　　％

・　   　 　　％

・　　　　　　％

・　　　　　　％

・　　　　％

・　　　　％

・　　　　％

・　　　　％

5
・DVを受けたことのある人のうち
　窓口に相談をした人の割合

・　　　　　　％ ・　　　　％

基本目標　Ⅲ　すべての人がいきいきと暮らせる社会の実現

基本目標　Ⅱ　暴力で苦しむことのない社会の実現

4
（８）あらゆる暴力の防止に向けた
　　基盤づくり

・身体的（精神、金銭、性、社会）な
　暴力をＤＶと思う人の割合

・DVを受けたことのある人の
　割合

・　　　　　　％

・　　　　　　％

・　　　　％

・　　　　％

7

・自殺死亡率　※人口１０万人あたり
　の人口動態調査による自殺者数

・健康寿命

　　・

　　・　　　　　　歳

　　　・

　　　・　　　　　歳

6 ・パートナーシップ・ファミリー
　シップ届出件数

・LGBTQ+への理解が深まったと
　回答した講座受講者の割合

・　　　　　　件

・　　　　　　％

・　　　　件

・　　　　％

資料３



市川市 ウィズプラン 進行管理事業一覧（修正案）

１．理想のライフスタイル

（ワークライフバランス）の

実現

２．政策・方針決定過程への

女性の参画

３．防災・復興における

男女共同参画

４．暴力を許さない社会

の実現

５．被害者等支援の充実

７．健やかな生活を続ける

ことができる社会の実現

６．多様性を認め合う

社会の実現

⑴男女共同参画に関連する意識

づくりの醸成

⑵家庭生活における男女共同参画の

促進

⑶働く場における男女共同参画の

促進

⑸政策・方針決定過程への女性参画

の促進

⑹企業等における女性の活躍促進

⑺防災・復興における女性の視点の

強化

⑻あらゆる暴力の防止に向けた基盤

づくり

⑼相談業務体制と支援の充実

⑽関係機関・関係部署との連携

⑾ダイバーシティに関する理解促進

⑿人権の視点からの教育の推進

⒀生活上の困難への支援の充実

⒁生涯を通じた健康の管理の意識啓発

と情報提供

基本目標 個別課題 施策の方向性
１．男女共同参画情報の収集と周知、啓発

２．人権教室等の実施

３．人権啓発イベント等の実施

４．家庭における男女共同参画の推進に向けた講座等の実施

５．就労支援に関する講座等の実施

６．ワーク・ライフ・バランス推進啓発

７．男女共同参画センター運営事業（貸館等）

８．センター使用団体の活動支援（後援等）

９．各種審議会等への女性委員の積極的な登用の推進

10．女性職員の管理職登用の促進

11．市職員への男女共同参画に関する研修の実施
（再）１．男女共同参画情報の収集と周知、啓発

12．現場における男女共同参画の視点の反映
（再）１．男女共同参画情報の収集と周知、啓発

（再）９．各種審議会等への女性委員の積極的な登用の推進

13．ＤＶ根絶に向けた啓発活動

14．学校におけるデートＤＶ、ストーカーの予防啓発

15．ＤＶと児童虐待の関連性に関する周知、啓発

16．犯罪被害者等支援に関する啓発
（再）２．人権教室等の実施

17．女性相談支援

18．女性弁護士による無料法律相談

19．犯罪被害者等への支援（相談支援、見舞金の支給）

20．緊急一時保護対応

21．ＤＶ相談証明書等の発行と保護命令申し立てにおける助言

等の支援

22．相談窓口の周知活動（カード、生理用品等）

23．ケース検討会議の実施

24．担当職員のスキルアップのための研修への参加・実施

25．相談者の転入出にかかる自治体等との情報連携

26．関係機関・関係部署との連携と情報発信

27．家庭等における暴力等対策ネットワーク会議等の実施

28．ＬＧＢＴＱ+に関する理解促進

29．パートナーシップ・ファミリーシップ届出制度の運営

30．性にとらわれない表現の促進
（再）２．人権教室等の実施

（再）３．人権啓発イベント等の実施

（再）17．女性相談支援

（再）18．女性弁護士による無料法律相談

（再）19．犯罪被害者等への支援（相談支援、見舞金の支給）

（再）26．関係機関・関係部署との連携と情報発信

進行管理事業３０

男女共同参画を推進する体制の整備・管理

（進捗管理）

男女共同参画に関する市民意識調査の実施

市川市男女共同参画推進審議会の運営

計画の進捗管理

１．男女共同参画情報の収集と周知、啓発

２．人権教育の実施

３．人権啓発イベント等の実施

４．家庭における男女共同参画の推進に向けた講座等の実施

５．就労支援に関する講座等の実施

６．ワーク・ライフ・バランス推進啓発

７．男女共同参画センター運営事業（貸館等）

８．センター使用団体の活動支援（後援等）

12．避難所運営等における男女共同参画の視点の反映
（再）１．男女共同参画情報の収集と周知、啓発

（再）９．各種審議会等への女性委員の積極的な登用の推進

28．ＬＧＢＴＱ+に関する理解促進

29．パートナーシップ・ファミリーシップ届出制度の運営

30．多様性に配慮した表現の促進
（再）２．人権教育の実施

（再）３．人権啓発イベント等の実施

修正後

９．各種審議会等への女性委員の積極的な登用の推進

10．女性職員の管理職登用の促進

11．市職員への男女共同参画に関する研修の実施
（再）１．男女共同参画情報の収集と周知、啓発

13．ＤＶ根絶に向けた啓発活動

14．学校におけるデートＤＶ、ストーカーの予防啓発

15．ＤＶと児童虐待の関連性に関する周知、啓発

16．犯罪被害者等支援に関する啓発
（再）２．人権教育の実施

17．女性相談支援

18．女性弁護士による無料法律相談

19．犯罪被害者等への支援（相談支援、見舞金の支給）

20．緊急一時保護対応

21．ＤＶ相談証明書等の発行と保護命令申し立てにおける助言

等の支援

22．相談窓口の周知活動（カード、生理用品等）

23．ケース検討会議の実施

24．＿スキルアップのための研修への参加・実施

25．相談者の転入出にかかる自治体等との情報連携

26．関係機関・関係部署との連携と情報発信

27．家庭等における暴力等対策ネットワーク会議等の実施

（再）17．女性相談支援

（再）18．女性弁護士による無料法律相談

（再）19．犯罪被害者等への支援（相談支援、見舞金の支給）

（再）26．関係機関・関係部署との連携と情報発信
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